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１．問題の予備的考察

国際社会には世界政府が存在しない。しかし、破壊的な無秩序が延々と支配

しているわけでもない。人間が人間であることをみずから否定するような殺戮

や破壊が何度も生じてきた一方で、国際社会が共同行動の編成に成功した問題

も数多く存在する。地球温暖化による気候の変動は、そうした事例のひとつで

ある。もちろん、共同行動の編成が、問題の解決に直結するわけではない。し

かし、その制度配置や構築過程の検討は、現代国際社会の複合的な様相の一端

に光をあてることになろう。本稿では、気候変動問題が国際共同行動の対象と

して構成されていった過程とその様相に迫り、国際共同行動の多面的なあり方

の一例を提示してみたい。

盧 気候変動問題

現在の先進国は、産業革命以来、化石燃料を大量に使用する産業の発展によ

って、国際政治上の力を獲得してきた。しかしそれは、二酸化炭素（CO2）に

代表される温室効果ガス（GHGs）を、大量に排出しつづけることでもあった。

やがて、地球の温暖化が科学者集団の中で懸念されはじめ、大規模な国際共同

研究が展開し、ひとつの壮大な仮説が彫琢されていった。産業活動がGHGsの

大気中濃度を増大させ、全球平均気温の上昇をまねき、地球全体の気候変動を

引き起こすというものである。

永久凍土は溶解し、海面が上昇する。海水温や海水中の塩分濃度が影響を受



気候変動問題の構成と国際共同行動の展開盧

71

け、海流は変化する。降雨量や降雪量も、大きく変動していく。こうして、気

候のリズムは狂い出す。涼気訪れる時期に灼熱の大気があふれ、暑気苦しき時

が早まりまたは遅れ、美しき銀世界は例年通り到来せず、雨期の必要な時期に

乾期が侵入する。地球のさまざまな地域の気候にこうしたリズムの変調がもた

らされ、地域ごとに多様な生態系は攪乱し、生物多様性は喪われ、各地の農林

水産業が打撃を被り、飢饉が発生し、疫病も蔓延する。そして、有無をいわせ

ず一瞬のうちに人々の生を奪いさる巨大な自然災害が襲う。これが、国際社会

に現在提示されている気候変動問題の姿である（UNEP 2005d: 4-5）。地球温暖

化による気候の変動とは、地球規模の統計的平均値というレトリックに惑わさ

れずとも、なおきわめて「地球的」な問題だといえるのである。

しかし、こうした問題の深刻さの一方で、気候変動問題にはどこまでも、科

学の知の不確実さがつきまとう。CO2に代表されるGHGsの排出量増大が、い

かに全球平均気温の上昇をもたらし、地球規模の気候変動へ帰結するかについ

て、科学の知はいまだ完全ではない。もともと科学の知には、本来的に仮説的

な性格が見られる。仮説の提示とその検証という厳格な手続きの中で闘わされ

る反証の応酬は、科学の知の確実さを向上させる。そこには政治の力さえ生じ

る場合がある。地球温暖化による気候の変動という国際問題には、この点でま

だまだ脆弱な部分が多く残る。気候変動問題に対する国際共同行動の編成を検

討するには、不確実性の高い問題が共同行動の対象として構成された政治過程

に注目する必要がある。

盪 国際共同行動を支える制度の多様性

本稿は、こうした気候変動問題に対する国際共同行動を、二つの観点から考

察する。ひとつは、国家間の共同行動を支える制度のあり方である。その多面

的な姿を概括するため、まずは国際制度の概念を、政治・法双方の観点から整

理する。それを参照しながら、気候変動に対する国際共同行動の制度的特徴を

把握していく。

事例として取り上げるのは、気候変動枠組条約および京都議定書の締約国会
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議（COP／MOP）、国連環境計画（UNEP）、欧州連合（EU）の三つである。そ

れぞれ、多国間レジーム、国連システム内の機関、地域統合組織の事例として

とらえられよう。締約国会議がレジームを構成し、国連システムの機関がその

構築に尽力し、地域統合組織が先駆的な取り組みを域内で進めるという構図、

これが、気候変動に対して編成された国際共同行動のあり方である。これら三

者はともに、主権国家が自らの利益を実現するために参入し、共同行動の前提

となる規範の構築をめぐって競合していく場（arena）である。そのかぎりに

おいて、三者は同じ次元の国際制度複合体である。が、他方でUNEPとEUは、

締約国会議に参入し、他の主権国家や非政府組織に働きかける政治主体でもあ

る。国連機関および地域統合組織は、この点で、レジームとは次元の異なる存

在となる。

このような構図の検討に付随して、さらに踏み込んで国連システムと地域統

合組織の類似性と差異を論じることもできよう。両者の制度構成上の差異に目

を向けることは、顕著な進展を見せる地域主義への考察を国際機構論と照らし

合わせ、国際共同行動のいっそう多面的な理解を進めるひとつの試みにもなる。

本稿では、国連システムの機関であるUNEPと地域統合を進めるEUを、上述

のように、環境共同行動が国際的に構築される場として、また同時に国際社会

の行動主体としてとらえ、それぞれの存在のあり方を併置してみたい。いうま

でもなく、こうしたとらえ方には説明がもとめられる。

資金面や政治力といった規模の相違もさることながら、両者の法的な地位の

差異に注意する必要がある。詳しくは第４章でふれるが、UNEPは、国連総会

の決議によって創設された、国際法人格なき補助機関である（Schermers and

Blokker: 1059）。EUの場合、憲法条約発効前のEU条約の下では国際法人格をも

たない。が、EC条約に基づく第一の柱（欧州共同体）には国際法人格が与えら

れ、EUの一機関である欧州委員会が加盟国を代表して、ときのEU議長国政府

とともに、国際交渉を進める。また環境外交上の決定を下し、国際条約の義務

を域内で履行するための派生法を整備するにあたって、EUでは欧州委員会だ

けでなく、閣僚理事会や欧州議会といった機関も関わる。いうなれば、EUは
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諸条約・諸機関の複合体である。したがって法的な観点から見る場合、UNEP

とEUの比較は成り立ちようがない。

しかし、国際政治の一主体として政治的な観点から見る場合、様相は異なる。

国連システムに緑の法規範を構築するためUNEPが果たしてきた役割は、簡単

に無視できるものではない。58カ国を管理委員会に擁し、200におよぶ市民社

会団体を引きつけるUNEPは、国連システムが組織化する国際環境行動に迫っ

ていく上で、格好の手掛かりになる。またEUも、環境行動で先駆的な取り組

みを進め、とりわけ気候変動交渉では、アメリカに対抗して国際社会を主導し

ようとしてきた。両者を照らし合わせることは、国連システムと地域統合組織

の関係に光を当てることにもなろう。

さらに、共同行動が構築される場（arena）という観点からも、両者に共通

項を見いだせる。EUはもちろん、UNEPも、純粋な政府間協力組織ではない。

ともに、環境NGOをはじめ、産業界や労働組合、その他の社会運動体など、

さまざまな団体を引き寄せ、市民社会の越境討議空間を構築してきた。気候変

動行動計画（ECCP）によってEUに編成された多次元多層の利害関係者協議

（a multi-stakeholder consultation）は、EU域内がすでにひとつの公論空間と化

しているかの印象さえ与える。UNEPもまた、多くの多様な市民社会諸団体を

引きつける世界市民社会フォーラム（GCSF）を立ち上げている。各国環境相

の定期的な協議と同時並行で開催され、議題も共有される。さらに加えれば、

そもそも締約国会議による多国間レジームでさえ、意見表明の機会を与える非

政府組織（NGO）名簿を作成しているのである。気候変動問題のように、国連

の専門機関や補助機関が、国連事務総長に寄託される多国間条約の締約国会議

を支える形で、国連がまさにシステムとして国際共同行動を編成する場合、

NGOにも開かれる意見表明の機会が必ず形成されている。こうした市民社会

の動員という側面に関するかぎり、地域統合組織の域内関係に独自性はない。

少なくとも気候変動問題の場合、国際共同行動は純粋に各国の中央政府だけで

構築されているわけではない。EUと同様、締約国会議にもUNEPにも、国家

を越えて市民社会をひきつけ、その連携を引き出す場という側面が存在する。
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しかし他方で、EUには、国連システムから質的に差異化すべき制度上の特

徴がある。加盟国法に優位する派生法が日々策定され、欧州司法裁判所（ECJ）

と国内裁判所の制度化された応答関係（いわゆる先決裁定手続）が展開し、欧

州議会を媒介とした政党連携も、いまだ曙光的ではあるが、すでに国際関係の

域を超えるほどには進んでいる（ex. Day 2005）。越境市民社会団体からの意見

聴取にとどまらない、こうしたEU独自の特徴は、国家間協力を第一次的に指

向する通常の国際機構とは完全に一線を画している。共同行動が構築される場

として制度上の特徴をとらえようとする場合、統合を政治目的にするEUが加

盟国とともに見せる司法と立法の部分的な融合は、多国間レジームや国連機関

との差異を把握する上で、特筆に値する。本稿では、行政と市民社会団体の対

話にとどまらない、EUのこうした側面も強調しておきたい。

なお、EUは連邦国家化を指向しているわけではない。加盟国間の国家同意

により設立された国際機構でありながら、その活動の量と質において、もはや

通常の国際機構の域を超えているといわざるをえない一方で、なお連邦化統合

の道を歩んでいるわけではない（臼井2004, 2003c）。こうしたまさに特異な政体

の姿をいかに概念的に把握するかについて、いまだ学会の一致するところはな

い（ただし日本での意欲的な試みとして、中村（2005）をあげておきたい）。

蘯 気候変動問題の政治性

本稿の二つ目の観点は、気候変動が国際政治の問題としてどのような特質を

もつかである（Cf. Haas: 107-8）。気候変動の問題には、いうまでもなく、地球

環境問題としての特質を見いだせる。本稿は、その一般的な政治的側面を検討

した上で、環境言説の競合性と科学知の不確実性という二つの視点から、気候

変動問題の政治性をさらに立ち入って考察する。

環境保護の言説は、決してひとつではない。現在支配的な地位を獲得してい

る持続可能な発展の言説も、いくつか存在する環境言説の中のひとつであった。

気候変動の問題は、少なくとも理論的には、その他の環境言説によって構成さ

れることも可能だったのである。この点で、Hajerの言説政治分析（Hajer 1995）
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とDryzekによる環境言説の類型化（Dryzek 1997）が注目に値する。この二つ

は、環境政治論の幅を広げる貴重な研究である。Hajerは、環境問題の認識や

解決策の構想にあたって、ひとつの首尾一貫した物語（a story-line）が構築さ

れる過程に着目し、そこに言説連合間の対抗関係を見出そうとする。また

Dryzekは、環境言説を構成する諸要素を指標とした類型化を通じて、相互比

較と対抗関係の把握を試みている。本稿はこうした研究を土台に、気候変動の

規範言説と環境以外の規範言説の競合を視野に入れ、気候変動が国際社会の共

有問題として構成されていった過程に迫っていく。

環境言説のこうした本来的な競合性は、なぜ気候変動問題が国際社会の共通

アジェンダとして生き残ったのかを、説明の必要な問題にする。気候変動の科

学知には、どこまでも不確実性が残るため、気候変動問題をめぐる環境言説間

の競合性は、さらに増幅される可能性が高いのである。換言すれば、気候変動

以外の地球環境問題が、気候変動問題よりもいっそう確度の高い科学知に支え

られて、国際社会の注目を浴びることも十分可能だったのである。不確実性の

強い科学研究を制度的に支援する仕組みは、国際社会の中で自然に発生してき

たわけではあるまい。地球温暖化の科学言説が科学者集団の覇権的言説として

力をもち、国際アジェンダの設定に科学の見地から理性的な影響を与える過程

がたしかに存在した反面、不確実な科学言説を政治的に支え、国際問題の構成

に寄与することを可能にした制度配置も、気候変動に対する国際共同行動の形

成にとって、見落としてはならない一面なのである。本稿では、国際共同行動

を支える制度に科学と政治のインターフェースを見いだし、その意義とゆがみ

の双方を検討してみたい。

盻 理論上の関心

こうして、国際共同行動の制度構成を把握し、気候変動に見られる政治問題

としての特徴を明らかにすること、これが本稿のねらいである。したがって、

国際共同行動の構築を可能にした参加各国の国内要因については、本稿の射程

外となる。国内政治と切り離された国際政治など、存在しようがない。その意
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味で、国内要因を考察から除外することは、無視しえぬ欠陥ではある。しかし、

主要国の国内政治勢力が、一元的に国際共同行動を規定するわけでもない。国

際共同行動を可能にする制度が、国内政治の対抗関係に影響を与える側面は、

決して否定できまい。本稿の意義は、こうした国際制度の側から進める認識に、

事例のひとつを加えるにとどまる。

また国際問題の解決へ向けた行政技術的もしくは組織工学的な側面も、本稿

の射程からはずれる。問題の関心は、国際共同行動の前提となる共有規範の構

築過程である。その過程の結晶でありまたいまだ進化の続く締約国会議の制度

構成を概括するとともに、UNEPやEUが場（arena）として、またそれ自体行

動主体（actor）として、共有規範の構築に寄与してきた様相に迫ること、これ

が本稿のねらいである。

このような本稿の研究は、言説の役割に着目した構成主義的な視座を背景に

する。それは、次のような様相を把握するよう研究を方向づける。一方では、

さまざまな言説の交差や対抗が、ある争点領域で規範の文脈の構築に帰結し、

力の政治がその文脈に方向づけられるようになる。だが、そこでは同時に、言

説そのものの覇権・従属関係が形成されてゆく。こうした様相の把握を目指す

のが、言説構成主義とも呼ぶべき視座に依拠した研究である（Usui 2005；臼井

2005）。

ここでいう力の政治の主体は、さまざまな次元の行動主体でありうるが、本

稿の文脈では、当然、主権国家である。国際問題の直接の解決主体は、国連シ

ステム内ではもとより、地域統合組織にあっても、主権国家である。現代のよ

うに地球一体化が進行した時代にあってさえ、その行政資源の物量や実力を上

回る政体は存在しない。もちろん、経済や政治が破綻した国家、もしくはたえ

ず反政府集団との衝突で政情の不安な国家、そして最低限の生存維持経済さえ

確立されていない最貧の途上国などと比較すれば、たとえばEUの財政（15兆

円）も行政資源（３万人におよぶ欧州委員会職員）も、ずば抜けたものといえよ

う。UNEPの乏しい予算さえ（詳しくは後述するが、代表的な環境基金で03年度50

億円強、信託基金で02-03年度80億円強）、最貧国の行政資源と比較すれば、決し
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て大海の一滴などではない。またそうした国々の存在維持にとって国連システ

ムが果たす役割は、たとえ個別のプロジェクトの効果などで非政府組織や現場

の実務者にどれほど厳しく批判されようとも、決して存在意義の全否定される

ものではあるまい。けれども、こうした点を考慮した上でもなお、主権国家の

実行を期待できない国際共同行動の計画が水泡に帰すること、火を見るより明

らかである。

しかしながら、そうした主権国家の行動が、国際共有規範によって文脈を与

えられることも、また否定しがたい事実である（Arend 1999）。京都議定書に

背を向けるアメリカでさえ、その枠外でアジア太平洋6カ国協定をとりまとめ

たことは（05年７月）、最低限、気候変動問題そのものを否定できないでいる

ことを意味している。国際共同行動を支える制度に着目するねらいは、ここに

ある。その構築には、必ず何らかの共有規範の形成がともなうはずである。共

有規範がいったん確立され公文書で提示されると、各国の政治言説はその文言

をめぐって展開するよう強いられる。反対の立場を表明するにも、対抗規範の

提示が必須となる。いわば、規範をめぐるレトリカルな言説政治がはじまる。

それがかえって、言説対抗関係の中で探られる不在の基本規範の理想性を強化

することにつながるのである。

このように、国際共同行動の基礎となる制度を検討することは、主権国家の

行動を方向づける規範の文脈の構築に迫ることでもある。本稿の分析枠組みに

即して換言すれば、場を構成する国際制度が、同時にその機関を行動主体とし

て他の場に参入せしめてゆく様相を、規範言説の展開および言説における優

位・劣等関係の生成という側面から明らかにしていくというねらいである。つ

まり、UNEPやEUを言説政治の場として、またその主体として、とらえるの

である。その規範をめぐる言説政治にあらわれる覇権・従属の対抗関係を探っ

ていくことで、問題解決へ向けた共同行動の編成（governance）と力の政治

（Realpolitik）の展開の緊張関係に迫っていくこともできよう。その意味で、本

稿のこうしたねらいは、ガバナンス研究と国際政治研究のリンケージを探る試

みでもある。
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眈 章の構成

本稿は次のように構成される。まず第２章で、国際制度に関する基本的な議

論を整理し、国際共同行動を支える制度の多面的なあり方を把握する。その上

で、言説の対抗関係が形成される場として国際制度をとらえる視点を提起する。

第３章は、地球環境問題の政治性を検討し、環境問題が言説の観点から理解可

能であることを示した上で、気候変動問題における政治的選択に踏み込んでい

く。

第４章は、気候変動枠組条約と京都議定書を取り上げ、締約国会議を通じて

維持される気候変動レジームの複合的な姿を概括する。

第５章と第６章は、それぞれUNEPとEUを取り上げ、共同行動が構築され

る場として、また国際社会における行動主体として、両者を検討する。UNEP

については、気候変動問題に対する貢献と限界にも触れる。EUについては、

京都メカニズムの先駆的な実行例を含め、対気候変動戦略の展開を追う。両者

の検討により、国連システムとEUが環境行動でどのような差異と類似性を見

せているか、立ち入って考察してみたい。そして、EUの気候変動対策に国連

システムが前提とする主権国家間協力モデルからの差異を見出し、共同行動が

構築される場としてEUが示す特異性を特定するとともに、場のあり方は国連

システムの前提から乖離するが、行動は国連システムに方向づけられるという、

EUの国連システムに対する二面的な関係を析出したい。

２．国際共同行動の構図

国際社会が共同で地球規模の問題に立ち向かう場合、必ずしも国際機構（an

international organisation）が必要になるわけではない。国際的な共同歩調は、

二国間条約の積み上げや、多国間条約の締結によっても可能である。また、国

家間統合を第一次的に指向する地域組織が、国際機構の域を超えるような高度

な国家間共同行動を、いったんは域内で実現していくという方向もありえよう。

つまり、国際共同行動の展開を追っていくには、必ずしも国際機構にこだわる
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必要はなく、むしろ、国際制度（international institutions）一般に視野を広げて

いくことが求められる。

ただしそれは、国際機構の重要性を否定することになってはならない。国際

社会が形成される過程は、主権国家の仕組みが整備され、一般的なものになり

ゆく過程と相即していたわけだが、その主権国家間の関係を方向づける規範の

構築にとって、国際機構はなくてはならない存在であった。国際機構の存在な

くして、現在までの国際法の発展は考えられまい。

国際機構（international organisations）の名称は、すでに19世紀には使われて

いたようだが、広く一般に浸透していったのは、やはり第二次世界大戦後であ

る（Schermers and Blokker 1995: 20）。戦間期の国際連盟の失敗を受けて設立さ

れた国際連合は、ひとつのシステムを形成しながら（Ibid., 1057）、多くの専門

機関を生み出し、国際共同行動が要求される幾多の問題に向けて、主権国家を

誘導するよう試みていった。そうして冷戦後、地球一体化の高度な進展にとも

ない、国際機構の活動がますます重要性を増していったこと、これに疑いをは

さむ余地はない。国際共同行動を支える国際制度のあり方を検討する上で、国

際機構の一般的な理解は必須の条件であるといえよう。

こうして本章では、国際機構に注視しながら、国際制度一般の多様なあり方

を概括的に整理し、多国間条約レジームや地域統合組織と国際機構との異同を

考慮するための基本図式を提示してみたい。

盧 国際制度の多面性

①　国際政治

国際制度の多面的な姿は、国際政治理論の主要な理論潮流にも反映されてい

る。ここではRuggieの分類が参考になる（Ruggie 1998）。リアリズム、リベラ

リズム、構成主義の三つに大きく分類するRuggieの整理は、国際政治理論の

教科書的ともいえる理解であろう。この三分類を土台に、国際制度の多面性を

概観してみたい。まず、国際制度を国家利益実現の道具としてとらえる見方が

ある。いわゆるリアリズムである。大国は自らの利益の実現に資するかぎりで
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国際制度の設立や運営に尽力し、また小国は集団となって大国に対抗する場を

国際制度に求める。こうした主権国家の国家利益実現へ向けた力の政治を重視

するのが、この立場である。ここで国際制度は、あくまで主権国家を代表する

行為主体自身が行う合理的な利益計算の一要素として、考慮に入れられるにす

ぎない。

他方、国家間関係を構造づけ、安定化させる役割を国際制度に見いだそうと

する立場がある。いわゆるリベラリズムである。国際制度は、正常な文明国家

が異常な野蛮国家もしくは破綻国家を矯正する場となる。こうした見方は、自

由民主主義体制をとる国家間の国際協調に着目したものでもある。人権、民主

主義、法の支配の実現が、国内政治により担保された国家間の共通利益、ここ

に国際制度形成の動因を見出すのであり、リベラルな制度主義やレジーム論に

連なる発想がここにある。

Ruggieはこうした二つの基本認識に対して、構成主義の立場を対置する。

構成主義にとって、リアリズムもリベラリズムも、ともに主権国家の利益実現

へ向けた行動を絶対視するもので、その意味ではどちらも効用主義という共通

項をもつという（Ruggie 1998）。それに対して構成主義は、国家が利益を特定

する前提に焦点を移す。国家の自己理解（identity）の変化に応じて、国家利

益が再定義される側面を重視するのである。そのため、国家の自己理解を構築

する要素が問題になり、理念や価値や規範といった社会事実（social facts）が、

利益計算に重要な物的資源配置状況（material facts）よりも、いっそう重要な

研究対象になる。こうした立場にとって国際制度は、国家間の相互学習を通じ

て問題状況認識が変化し、やがて国家の自己理解が変容していく場となりうる。

こうした国際政治からの見方は、広く国際制度一般の把握を可能にする。そ

の意味では、個々の確立された国際機構の機構内法秩序を第一次的に指向する

国際法研究に比べて、はるかに豊かな認識を生み出してきた（Schermers and

Blokker 1995: 8-9）。しかし、その豊かな認識を確実な知に仕立て上げていく上

で、国際法研究が紡ぎ出してきた国際機構論は、貴重な土台となる。国際共同

行動のあり方について理解を深めていくにあたって、国際法研究の国際機構論
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が提示してきた概念枠組は、しばしばあいまいさの否定しえない国際政治研究

を有意義に補足する。本稿では、SchermersとBlokkerの体系的な研究を参照

していきたい。

②　国際法

主権国家間で形成される国際制度が、国際機構として比較的高度に組織化さ

れた場合、国際法と国内法の齟齬を調整するより積極的な機能が期待される。

国際機構の役割は、まず何よりも、主権国家の分立する国際社会で、立法や司

法の機能を代替する点に求められる。国家主権の存在は、憲法秩序の整合性に

支えられた国内法秩序の統一性を含意するが、それは同時に、国際法秩序を分

裂させる可能性もはらむ。それゆえ、国際社会に多数存在する国際機構の役割

を考察することは、国際社会に秩序が形成される根拠を探求することに帰結す

る（Schermers and Blokker 1995: 7）。中央集権的な超国家的政治権力が存在し

ない国際社会にあって、国際機構を創設し機能させていくことは、国際法と国

内法の差異を最小化し、国際法の垂直的な性格を強化することなのである

（Ibid., 5-6）。その条件や可能性を探る国際機構論の意義は大きい。

しかし、たとえ国際機構に国際法と国内法のギャップを埋めるという重要な

役割が期待されるとしても、それだけで個々の国際機構が存在の正統性を示す

ことはできない。国際機構の存在は、どこまでも機能性に根拠づけられる。国

際社会において国家間関係を補足する特定の機能を果たすこと、これが国際機

構の存在根拠であり、そこから組織構造や実体法の法形態、権能の制限、義務

の在処が導出されるのである（Ibid., 11）。またここには、国家との決定的な相

違を見いだせる。国家には、公共善、一般利益、国民の安全と繁栄という任務

があり、これは当然視される。この任務に照らして、国家が自らの存在を何度

も正統化する必要は、通常の場合、必ずしも存在しない。しかし国際機構の場

合、存在の正統性は、特定の機能を遂行するというその有益性にかかってくる

（Ibid.）。それは、国際機構の決定に権限の証明が義務づけられることにもあわ

られている。設立条約に規定された権限を参照することによってはじめて、国

際機構の諸機関は決定を下すことができるのであり、この側面に関するかぎり、
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EUも同様である（Ibid.）。国家の最終目的が不可分一体性（integral）であるの

に対して、国際機構の最終目的は機能性（functional）に求められるのである

（Ibid., 10）。

そうである以上、国際機構のあり方は、体系的な理解を困難にするほど多様

になろう。それゆえ、SchermersとBlokkerの国際機構類型化の試みは、国際

機構論を論として可能にする重要な土台である。まず、国際機構は設立の形態

によって二つに分けられる（Ibid., 28-30）。ひとつは、条約により設立される独

立の機構であり、もうひとつは、既存の国際機構が決議によって設立する機関

である（Ibid., 28）。両者の差異は大きい。機構法上、構成国の脱退や組織の閉

鎖、構成国の特権や免責などで、後者に裁量の余地はない。また設立の民主的

正統性にも大きな差異がある。条約により設立される独立の機構は、全締約国

の同意および国内批准といった手続きを基礎にできる。さらに、二国間条約や

多国間条約が含意する共同の意志とは異なる、機構それ自身の意志を構成でき

るかという問題がある。少なくとも、条約により設立された独立の機構は、構

成国の意志の総和とは差異化しうる、機構自身の意志を表明する機関を創設す

ることができる。こうした機構自身の意志表明機関は、全構成国の委任（dele-

gation）により、特定構成国に依存しない機構運営や意志決定手続きを通じて

行動していくことが、少なくとも理論的には可能である。

こうした分類は、国際政治研究にとってひとつの貴重な問題を提起する。既

存の国際機構の決議により設立された機関が、条約により設立された独立の国

際機構にも劣らない実績をあげてきた場合、それをどう説明するかという問い

である。本稿の研究対象のひとつ、UNEPがまさにそれである。後述のように、

UNEPは、国連総会の下部補助機関として国連決議により設立された。しかし、

その政治的基盤の弱さにもかかわらず、数々の環境アジェンダを国際社会に提

示してきた実績は、国際政治学にとって有意義な研究論点になろう。

このような例外状況がありうるにしろ、より大きな役割を果たしているのは、

一般には、条約により設立された国際機構である。そのさらに突き詰めた類型

化には、メンバーシップと権限に着目する必要がある。SchermersとBlokker
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は、第三国に対して開放的か閉鎖的か、また機構の権限に関して、政府間協力

的か超国家的か、といった分類法を示す（Ibid., 35-44）。ここから、開放的政府

間協力機構と閉鎖的超国家機構という両極を想定できる。一見したところ、前

者には国連専門機関、後者には地域統合組織のEUが思い浮かぶが、当然、そ

うした単純化は、厳に慎まねばならない。事態はそう単純ではない。

メンバーシップを閉じる場合、特定地域、特定機能の遂行能力そして共通の

政治背景といった事由が想定される。たしかにEUは、欧州共通の価値を信ず

る欧州諸国に開かれ、加盟に際しては、既存のEU法全体（いわゆるaquis com-

munautaire）を受け入れる意志とそれを施行する能力を求める。しかし、その

欧州の概念は、西欧的欧州から中東欧を含む欧州へ広がり、さらに南東欧（も

しくは西バルカン諸国）をも包摂する概念に発展し、いまやトルコを迎え入れ

るための激しい応酬が、欧州の定義をめぐって繰り広げられている。メンバー

シップを限定するための地域概念は、時々の政治言説によって、可変的になり

うる。

権限についても、純粋な超国家機構は存在しない（Ibid., 42）。両者の区別は、

類型のための参考にすぎない。機構の運営機関や規則が、構成国を拘束する超

国家的なものかどうか、あるいは意志決定権限が政府代表により行使され、機

構は構成国の意志を拘束できず、全会一致方式で意志決定が行われるかどうか

は、いわば、アクセントをつけるための類型基準である。構成国を拘束する意

志決定権限が機構そのものに授権され、全構成国の協力に依存しない意志決定

機関が多数決制度によって運営され、構成国国民を直接拘束するルールが構成

国の議会承認なしで策定され、そのルールが構成国の法に優位し、財政上も自

律し、構成国の一方的な脱退を認めず、機構の変更や解体に機構の意志決定機

関の関与を絶対の条件とする場合、純粋な超国家機構が存在することになる

（Ibid., 41-2）。EUは、たしかにそうした超国家機構に類似した面を多くもつ。

しかし、政策領域ごとにきめ細かく調べていけば、そう単純でないことはすぐ

に分かる。EUが政府間協力機構の性格の強い第二の柱（共通外交安全保障政策）、

第三の柱（警察刑事司法協力）を包摂しているというにとどまらず、第一の柱
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のいわゆる共同体方式（the Community method）ですら、超国家的な立法過程

と政府間協力的な政治過程の、まさに微妙なバランスの上に成り立っているの

である。

政府間協力と超国家機構の間のこうした量的なグラデーションは、EUを国

際機構の亜種として見る場合には有効であろうが、EUの政体としての特異な

姿は、これを覆い隠してしまう。機能性を存在根拠とする国際機構とは決定的

に差異化されるべき国家には、それ相応の正統化装置が備わる。たとえばデモ

ス意識に裏づけられた市民の社会契約という言説上の構図などがあろう。EU

は、国際機構の延長線上にありつつも、そうした国家の正統化装置が要請され

る形で、制度進化を遂げていったのである（臼井2003c）。地域統合組織・EUに

ついては、ニュアンスをつけた丁寧な取り扱いが必要である。

いずれにしろ、国際制度一般を視野に入れていく国際政治研究にとって、国

際機構の立ち入った分析枠組を提供する国際法研究は、格好の連携相手になる。

この連携の土台となる概念が、レジームとガバナンスである。両概念は、その

曖昧さや多義性にもかかわらず、国際共同行動の現代的な複雑さや多様なあり

方を理解する上で、有意義な研究領野を開いてくれる。

③　レジーム

レジームは、国際政治と国際法のインターフェースである。あるいは、国際

政治研究と国際法研究が、それぞれ別の地点から掘削を進め、やがて同じ岩盤

に出会った、といえるかもしれない。双方とも、非拘束的でやわらかい義務を

提示する、法のようでそうとも言い切れない合意や協定に着目し、その役割を

探求していったのである。

国際政治研究にとって、レジームとは、国際機構と差異化すべき制度複合体

であり、たんなる国家間関係を越えてはいるが、国際機構にはいたらない、そ

のようなまとまりを把握するために彫琢されてきた概念である（Haggard and

Simmons 1987）。その把握のためには、制度概念を拡張して、非公式制度にま

で研究を拡張する必要があった（Krasner 1982b）。レジームとは、「ある争点領

域で行動主体の期待を収斂させるような原則・規範・ルール・意志決定手続き
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の総体」としてとらえられる（Ibid., 186）。しかし、そうした原則・規範・ル

ール・意志決定手続きは、もちろん、非公式の制度と公式の制度の複合として

確立される。それゆえ、レジームを構成する法のあり方に着目した段階論も可

能である。

この路線で、Abbottらは法化（legalisation）の段階論を提示した（Abbott et

al. 2000）。それによると、法化の程度は三つの基準ではかられる。義務の拘束

力が強いかどうか、義務の定義が曖昧さを排除して精密になされているか、そ

して義務の意味についての解釈がどこまで第三者に委任されているかである

（Ibid.）。こうした三つの基準を組み合わせることで、自発的国際協調から超国

家機構へと、法化の程度を量的に把握できる。この場合、究極の法化段階は主

権国家となり、国内から国際にいたる制度一般が、ひとつの平面に照射される。

強いていえば、主権国家は究極の法化段階にいたったレジームでもある、とい

うことになろう。こうした理解から、国際機構と地域統合組織を、法化の異な

った段階にある制度群としてとらえる見方も可能かもしれない。しかし、前述

のように、制度の形態に関する量化された段階論は、EUの政体としての性質

を逃してしまう。しかもそこには、主権国家の制度構成を理想とする制度進化

論すら含意されているかのようである。

国際法研究からレジームを取り上げる場合、条約を基礎にしながらも、さま

ざまな非拘束文書を加味して柔軟な伸縮を見せる、重層的で複合的な制度群が

問題にされる。その特徴を見る上で、レジームの存在を三つの指標でとらえよ

うとする村瀬の整理が参考になる。条約を基礎に国際公益を追求し、締約国の

履行確保のため内部に自己充足的な手続制度を確立し、外部の第三国に対して

一定の対抗力をもつような制度複合体が存在する場合、それをレジームと呼ぶ

のである（村瀬2002：345）。村瀬も強調するように、レジームとは、個々の条

約や国際機構からは差異化されるべき制度群であり、複数の条約や協定に非拘

束文書も加えて重層的に構成され、国際機構の手続制度を利用しつつも、個々

の機構固有の活動とは区別される存在なのである（前掲書：351、362）。こうし

たレジームを構成する一つひとつのルールや手続きは、それぞれに法的拘束力
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の強さを異にする。国際政治研究が、非拘束合意文書に対する主権国家の遵守

を検討しようとする場合、レジーム全体が形成する規範群の政治効果を問題に

しなければならないだろう。

以上を整理すれば、レジームとは、特定の争点領域で行動主体の期待を収斂

させる制度複合体であり、条約というかたい法を基礎にしながらも、さまざま

なやわらかい法が補足しながら、全体として一定の政治効果すら期待できる規

範文脈を、国際社会に創り出していく。レジームというこのような状況の実際

の存在は、リアリズムの立場に立つ合理主義指向の国際政治研究にも、またリ

ベラリズムの立場に立って国際協調の条件を探る研究にも、それぞれ大きな刺

激を与えてきた（Kratochwil sand Ruggie 1986）。それに加えて、構成主義がリ

アリズムやリベラリズムに対してひとつの対抗理論を構築するきっかけでさえ

あった（ex. Brunnee and Toope 1997）。

本稿が問題にする気候変動枠組条約と京都議定書は、その締約国会議を通じ

て採択されるさまざまな協定や政治合意を通じて、まさにレジームを構築して

いるといえる。気候変動問題をめぐる国際共同行動のあり方に接近するには、

国際機構や地域統合組織に加えて、気候変動レジームを検討しなければならな

い。

④　ガバナンス

こうして、レジーム、国際機構、地域統合組織の三つの制度複合体の検討を

通じて、国際共同行動の組織化に迫ろうとする場合、さらに加えて、ガバナン

スの概念を問題にする必要がある。三つの制度複合体は、それぞれ、いわば政

府なき秩序生成に寄与することを求めらる。ガバメントに対してガバナンスの

語が強調される文脈が、ここにある。ただし、ガバナンスの概念はレジーム以

上に多義的である。また内容上、レジームと重なる部分が多くある。しかし、

研究の関心や方針という点で、両者の混同が許されないほどの違いはある。そ

れは一方で、政府組織や企業内の法令遵守や透明性の向上という課題に付され、

用いられる語である。しかし他方で、中央政府の存在しない国際社会が問題解

決能力を向上させるための制度配置や行為主体の参加のあり方、これがガバナ



気候変動問題の構成と国際共同行動の展開盧

87

ンスとして一括される。したがって、公共問題の解決を指向する政策形成・施

行のあり方を指す概念が、ガバナンスである。当然、本稿の関心は後者にある。

国際政治研究の文脈では、ガバナンスの概念に次のような関心が織り込まれ

る。まず第一に、国益をめぐる力の政治に対して、問題の発見と解決を第一次

的に指向する政治過程の存在である。この意味で、ガバナンス研究は、リアリ

ズムが前提にする国際制度観とは相容れない。レジーム研究が取り組む国益の

合理的計算は、たとえばグローバル・ガバナンスを掲げる国連の研究チームに

とって、研究対象というよりもむしろ、矯正されるべき悪弊でさえあろう。ま

た第二に、上述のように政府なきガバナンスの可能性が探られる。中央政府の

存在しない国際社会で、公共政策が形成され施行されるとすれば、政府間の協

調のみならず、多様な国際主体の参画が必須である。そうしたいわば多次元的

な共同行動の形態や条件が、ガバナンス研究の主要課題となる。これに関連し

て第三に、制度の実施能力（capacity）を高度化させる方法が探求される。国

際社会が問題を共有し、解決する能力を高めるための方途を探るのはもちろん、

とりわけ途上国の能力形成が主たる研究課題になる。そして第四に、ガバナン

ス研究には、各国政府および政府間組織の民主的正統性を向上させるという関

心がある。ここには、民主主義の向上が問題解決能力を高めるという社会哲学

的な前提が存在する。

ガバナンスのあり方としては、三つの類型を想定できる。第一に、国家間の

ガバナンス（international governance）である。政府間対話や政府間協力組織

を通じた、各国の基本的には自発的な問題解決が想定される。第二に、超国家

のガバナンス（supranational governance）である。構成国を法的に拘束する機

構の創設を通じた問題解決が想定される。第三に、脱国家のガバナンス

（transnational governance）である。非政府主体が越境市民公共圏を形成して、

まさにプロアクティブに問題解決へと参画していく状況が想定される。一見す

ると、レジームや国際機構が国家間のガバナンスで、EUは超国家のガバナン

スと脱国家のガバナンスを同時に進めているような印象があるかもしれない。

当然、そのような単純化は、現実の暴力的改竄でさえある。条約に詳細に規定
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され、締約国で完全に国内法化された義務は、定義が曖昧で具体的な実施のあ

り方が加盟国政府の裁量にゆだねられる場合のEU法と比べて、はるかに強い

拘束力をもつ。また国連機関に誘導される最貧途上国の行政には、EU加盟国

が享受するような自由はあるまい。さらに、気候変動レジームも国連環境計画

も、非政府組織にますます発言の機会を与えるようになってきた。非政府主体

としての越境市民運動体は、さまざまなレジーム、国際機構を利用し、同時に

EUへも参入する。いわば、三つの国際制度複合体を貫く形で発展しているの

である。したがって、上述の国際機構の類型と同様、ガバナンスの類型にも、

国際共同行動のあり方を描き出すにあたって、さまざまな側面にアクセントを

つけるというねらいを越えた認識目的を読み込んではならない。問題は、気候

変動をめぐる国際共同行動が、どのようなガバナンス類型にアクセントをつけ

た形で形成されていったのか、またEU域内の場合はどうかである。その作業

仮説的な構図を描くには、国連システムの制度的なあり方を確認しておく必要

もあるだろう。

盪 国連システムの構図

①　機関ネットワーク

国連は、国連総会、経済社会理事会、安全保障理事会といった全体会合に象

徴される地球大の国際機構であるとともに、さまざまな専門機関（Specialized

Agencies）・下部補助機関（minors）の相互連関を実体とする機能的分権システ

ムを有する（Schermers and Blokker 1995: 1056-7）。柔軟なメンバーシップのも

と、特定分野でさまざまな技術上の協力を行い、政治から切り離された国家間

協力を進めている（Ibid.）。専門機関は、国連憲章57条と63条に規定された、

いわば国連システムのレギュラー・プレーヤーである。それに対して、特定機

構の決議によって設立される下部補助機関は、ある程度自律的に運営されるも

のの、国際法人格をもつ独立した組織ではない（Ibid., 1059）。ただし、別動組

織として専門業務を担い、独自のメンバーシップ規定を持つ場合もある（Ibid.,

59-60）。多くの場合、ある特定の争点領域で、独立の国際機構の設立を求める
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国々と、自発的な多国間協力にとどめたい国々の、まさに政治上の妥協として

設立される（Ibid, 1060）。本稿が取り上げるUNEPは、まさにこうした国連下

部補助機関である。たとえばEUは、UNEPを格上げし、WTOに対抗できる世

界環境機構のような強い組織を創設するよう主張してきた１）。ただし、この

下部補助機関は、国連システムが全体として環境アジェンダを打ち立てていく

上で、無視できない仕事を成し遂げてきたのである。なお、WTOは、国連の

専門機関として組織化されなかった。研究の上で便宜上、国連システムとして

一括することはあっても、国連経済社会理事会との連携関係は政治的にも期待

できず、国連システムとは区別して把握していく必要があるだろう。こうした

事情が、UNEPを国連総会の下部補助機関から格上げして、WTOに対抗でき

るような世界的機関に発展させようというEUの主張の背景となっている。

なお、国連システムはさらに地域経済委員会（the regional economic commis-

sions of the UN）を擁する。いわゆる国連地域分類（アフリカ・アジア・西欧・

東欧・ラテンアメリカ）ごとに設置され、高度な自律性をもつが、国連ファミ

リーに属する（Ibid., 1060）。たとえば欧州国連経済委員会は、重要な多国間環

境協定の策定に貢献してきた。欧州広域大気汚染防止のための条約（1979年

LRTAPおよび関連の議定書群）や、環境情報・政策決定・司法へ市民社会団体

のアクセスを保証するよう義務づけるオーフス条約などである。国連システム

の射程範囲は、広大である。

諸機関を包摂するファミリーという国連の性格は、実はEUにも見いだせる。

上述のように、EUは複数の条約が形成する三つの柱から成り立ち、欧州委員

会、閣僚理事会、欧州議会、そして欧州司法裁判所という４つの機関がいわゆ

る単一制度枠組を構成しながらも、柱ごとに、また柱の中の政策領域ごとに、

４機関の権限は異なる。いわば、EUとは諸条約・諸機関を包摂するひとつの

ファミリーのような様相を示しているのである。ちなみに05年にフランスとオ

１）たとえばthe 2005 Brussels European Council Presidency Conclusions, 10255/05,

CONCL2, point 39.
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ランダの国民投票で否決され、現在宙に浮いている憲法条約には、こうした諸

条約・諸機関融合体を、単一の法秩序へ仕立て直そうとするねらいがあった。

それはともかく、EUと国連システムは、絶えず法秩序としての統一性を構築

し続けていかなくてはならない、諸要素の暫定的融合体なのである。

②　国際環境行動の構図

では、国連という機能的分権システムは、国際環境行動をどのように構築し

ているのだろうか。上述のように、国連システムを全体として環境行動に向か

わせる機動力を発揮しているのは、UNEPである。それは国連総会の下部補助

機関であり、国連の地域分類（西欧・東欧・アジア・アフリカ・ラテンアメリカ）

にそくした独自のメンバーシップをもつが、国連総会で構成される国連加盟国

全体の意志から独立して、自らの政治意志を表明することは許されない。環境

分野に専門機関が存在しないという不利は、こうした形でもあらわれる。ただ

し、のちに検討するように、UNEPはただの飾り物であったわけではない。国

連システムを環境ガバナンスの形成へ向けて突き動かしていく上で、UNEPに

よるネットワーク指向の独特の活動は、国際政治研究上、検討の価値ある実績

を積み上げてきたのである。

そうしたUNEPによる個々のプロジェクトを志向する取り組みは、国連を寄

託先とする多国間環境協定（MEA）の枠組内で進められる。UNEPは、個々の

MEAに事務局機能を提供する場合が多い。MEAの体制は、枠組条約を土台に

議定書や関連合意文書を積み上げていく方式をとる。したがって、MEAの締

約国会議は、ある種の政治過程を継続させることになる。この、いわゆる

COPプロセスを管理・運営し、ひとつのレジームを構築していくにあたって、

事務局機能が果たす役割は大きい。枠組条約や議定書に規定された個々の義務

や規則を実務上具体化し、関連する技術・科学の専門知を調達し、個々のルー

ルや施策の施行を促進させながら、紛争解決手続に関して独自の制度群を構

築・機能化させていくという役割、これは各締約国の政治意志のみならず、事

務局の能力に依存する部分も無視できないだろう。事務局がそうした役割を十

二分に果たせるとすれば、事務局機能を引き受ける機構が、大本の枠組条約を
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起草する段階から関わっていく必要があろう。UNEPは、のちに論じるように、

MEAに織り込まれるべき環境法原則や、MEAが必要とされる分野を特定し、

国連総会で承認を受けるという行動を取ってきた。各国の専門家を動員して進

めてきたモンテヴィデオ計画などが、その例である。そうしたやわらかい立法

政策文書をもとに、UNEPは多くの枠組条約の起草に関わっていったのである。

ただし、本稿のテーマである気候変動枠組条約の場合、少々事情は異なる。

UNEPは、その起草段階どころか、そもそも地球温暖化を国際社会の政治アジ

ェンダとして認知させる過程でさえ、重要な役割を果たしてきたのだが、気候

変動枠組条約と京都議定書の締約国会議に事務局機能を提供することはできな

かった。COPプロセスを側面から支援し、たとえば京都メカニズムとくにク

リーン開発メカニズム（CDM）を実施するための個々のプロジェクトを推進

するにとどまっている。

蘯 国際機構のやわらかい力

では、UNEPのような国際機構は、国際共同行動の構築と推進にあたって、

どのような力を発揮しているのだろうか。強大な軍事力や莫大な財政力を背景

とした圧力でないことは当然として、いったい何が、国際機構の存在を支えて

いるのだろうか。締約国の政治意志が相当程度収斂している多国間レジームや、

加盟国の統合へ向けた政治意志を前提にできる地域統合組織とは異なり、国際

機構の政治基盤は比較的脆弱であるといえよう。国連という理念上の権威が、

ガバナンスを構築する実際の力に具体化されるとしたら、それはどのような力

であろうか。

本稿では、国連諸機構のやわらかい力に注意を向けておきたい。アメリカの

ハード・パワーに対するEUのソフト・パワーという図式が広く語られるよう

になって久しいが、実は国連諸機構こそ、このやわらかい力をフルに使いこな

すことで、機能性という自らの存在根拠を確認しようとしてきたのである。や

わらかい力の具体例としては、科学知と政策知への信頼性をあげられよう。国

連諸機構、とりわけUNEPは、特定の科学知に政治上の権威を与え、政策知と
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して国際社会に提示し直すというプロセスを、国連システム内で確立していっ

たのである。

①　科学知と国際機構

他の政策分野にも増して、環境政策では、科学の研究における知的挑戦と、

政策形成における政治の挑戦が、いわば車の両輪となる。ここに、科学と政治

の対話はいかに組織化されるか、という研究課題が生じる（Underdal 2000: 3）。

この点、Underdalの適切な整理が参考になる。たとえば運輸政策が一定の技

術水準を想定できるのとは異なり、環境政策には固有の難しさがある。環境問

題は多くの場合、不確実性が高く、環境政策は不確実な情報のもとで立案・施

行されなければならない。さらに加えて、問題の科学認識に際して、核となる

知（core knowledge）は、その後の研究や情勢の変化によって、修正され、あ

るいは拒絶される（Ibid., 4）。そのため、政策は科学知から直接導出できず、

不十分な情報を前にした政治の判断が必須となる。政府は、科学研究が見出す

あらたな状況認識にしたがって、国益を再定義する一方で、その科学知は政策

を正当化するために濫用されることもある（Ibid., 6-7）。つまり、さまざまな要

素が政治と科学の間に介在し、両者のストレートな結びつきを妨げる。問題と

なる領域での研究進展状況、政策課題となる問題の深刻さ、政府の研究補助金

や研究の自由度、研究プロジェクトの人事権といった制度配置などを、その例

としてあげられよう。科学と政治のインターフェースがどう制度化されるかは、

まさに政治研究の課題である。

こうした政治による科学知の濫用という除去されるべき可能性に加えて、価

値判断の困難な状況も想定できる。そもそも、真理探究を第一とする自由な科

学研究が、真理を発見し、政策へと応用されるというシンプルな構図は、国際

社会におけるガバナンス形成の理想ですらない。科学知が推奨する政策は、環

境保全以外の争点で問題となるさまざまな価値や規範と、競合していくのであ

る。どこまでも部分知である科学が、社会で競合し合うさまざまな価値や理念

の複雑な配置を、環境保全へ向けて統一的に組み直すことなど、できようはず

もない。政治により歪んでしまう一方で、その政治こそが、科学知の発見した
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問題の解決に、価値理念上の優位を与えるのである。こうした事情の複雑さは、

地球環境問題を対象とした国際環境行動の場合、各国の国益が絡む分、さらに

いっそう増幅される。国際機構の役割は、政治と科学のこうした微妙な関係を、

確固とした問題解決プロセスへと方向づけることに求められよう。それはひと

つには、科学知が一定の方向へ展開するよう促す役割である。科学の研究アジ

ェンダと政治のアジェンダを一致させる形で、国際共同研究を組織化すること

ができるという点に、国際機構の強みを見出せる。国際科学共同研究の組織化

支援とそれを政治アジェンダとして国際社会に提示する翻訳機能、ここに国際

機構のやわらかい力が存在する。そうして同時に、上述のように、この翻訳過

程にあらわれる政治による歪みと他の価値理念との競合の双方を、丁寧に調べ

ていく必要がある。

②　政策知と国際機構

翻訳過程を通じて打ち出される政治アジェンダは、政策知となって具体化さ

れる。それは、いわば最善政策案の体系的提示である。このような政策知とい

う点にも、国際機構の強みがある。MEAには、ほぼ例外なく、国内措置の通

報義務が定められており、国際機構がその受理と分析と公表にたずさわるのが、

通常の姿である。ここには、一方でMEAが大量生産されれば、国内行政をパ

ンクさせかねないという側面がある。大量の報告義務は、当然、その質を低下

させかねず、またそもそもMEAが要求する国内措置や規制物質の排出量達成

状況について通報義務をこなしていくには、それ相応の官僚機構が必要であり、

多くの途上国にとって、それはまさに至難であろう。しかし他方で、そうした

通報義務は、国内履行の確認にとってなくてはならない業務であり、またうま

い具合に国際社会に公表できれば、各国の名誉心と国際世論に訴えかけるやわ

らかくも有効な圧力手段になりうる。これは、相互学習を促し、最善実務を共

有する仕掛けであり、反省による熟議を通じて、義務履行への動機を高める可

能性ももつ。そして、最善実務の定性的・定量的指標が具体化されていけばい

くほど、MEAは、まさに生きた目標になってゆく。いわば、国内措置実施の

際の基準を義務不履行の確認手段としてとらえるのではなく、相互学習と反省
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を通じた熟議の参照点に変えていくという方向である。たとえば、EUがあた

らしいガバナンスの一環として進める公開調整方式（Open Method of

Coordination）には、そのようなねらいがある。こうした過程を生み出せる最

良の位置にあるのが、やはり国際機構であろう。国際機構は、政策知をめぐる

学習過程の組織化という形で、やわらかい力を発揮するのである。

しかしながら、このようなやわらかい力によるガバナンス構築能力を国際機

構に読み込み、争点領域ごとに検証していくという研究方針は、上述のリアリ

ズム的発想を完全に無視した形になってしまう。物的利益をめぐる力の政治が

国際社会から消えてなくなるとは、とうてい想定できまい。さらに、多国間レ

ジームと地域統合組織とともに、国連システムの国際機構がどのように国際共

同行動を構築していくかを検討するには、これら三つのタイプの国際制度を貫

く力の政治のあり方に注意を払う必要もあろう。本稿はそれを、規範言説の政

治に求めてみたい。それは、構成主義の視座に立脚した言説接近法とでも呼ぶ

べき研究方針である。

盻 国際制度と規範言説

①　言説と国際制度

国際社会がある争点に向けて共同で行動する場合、共有規範の構築が必然的

にともなう。もちろん、その規範が、国際社会全般にわたって共有されるとは

かぎらない。従属的な地位に貶められる規範の言説も、多数存在しよう。しか

し少なくとも、主権国家どうしの共同行動が特定の目的に向けて継続的に組織

化されゆく場合、主権国家内の政治にすら何らかの作用を及ぼすほどの耐性を

備えた国際共有規範が、平行して確立されているはずである。国際共同行動を

支える制度群は、国際政治の中でさまざまに方向づけられた言説が相互作用す

るようし向ける仕掛けでもあり、それを通じて共有規範が構築される場（are-

nas）でもある。国際制度の役割は、力の国際政治（リアリズム）に対抗する価

値の国際政治（リベラリズムや構成主義）の事例として（Schermers and Blokker

1995: 8-9. Cf. Ruggie 1998; Kratochwil and Ruggie 1986）、国際関係論の貴重な研
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究対象となっていったのであり（とくに環境問題に関して、Eckersley 2004: Ch.8）、

国際的に反響（resonance）しつつ展開する言説の相互作用を安定的に継続させ

る場という側面、これが国際制度にはたしかに存在する。

しかし、そうした共有規範は、同時に、覇権的な規範言説と劣位におかれる

規範言説を作り出してしまうこともたしかであろう。また、環境保全の規範言

説が他の争点領域をめぐる規範言説に対して地位を向上させていく中でも、そ

の環境保全の規範言説に他の規範言説が交差し、もとの意味を変容させてしま

うこともあろう。さらに、環境保全の規範言説それ自体も、決してひとつでは

なく、他の規範言説との交差の中で、環境規範言説の中の優位・劣位関係を生

み出してゆくだろう。こうした推論を経験的に特定できるとすれば、リアリズ

ムとリベラリズムの基本的な対抗図式をよりニュアンスのついた分析に仕立て

直し、ひいては、国際共同行動にともなう共有規範の構築に力の政治が侵食し

てゆく様相を見出し、ガバナンスに織り込まれる権力関係に迫っていくことも

可能だろう（関連先行研究としてKeeley 1990）。これが、構成主義の視座に立っ

た言説接近法による研究方針である。

ここで規範の言説とは、さしあたって、行動規則に具体化される価値や理念

を提示する言説ととらえてみたい。この言説に影響を与えるのが、政治言説は

もちろん、環境保全に関わる争点領域では、科学の言説である。各国の立場や

行動を正当化し、自らの利益を実現するための圧力を陰に陽に含ませる力の政

治の言説とともに、問題の発生を証明し、その克服の可能性と方途を示唆する

科学の言説は、環境保全の規範言説と複雑な相互作用を展開し、それぞれの言

説の真偽や正邪を曖昧にする。

こうした他の言説との交差の中で、規範の言説は法という形式を認定された

文書に結晶化する場合がある。注意すべきは、その前後である。いわゆるかた

い法として確立される前の段階で、宣言や決議、また枠組条約という形の、解

釈が定まらない文書が媒体となって、ある特定の規範言説が覇権的地位を獲得

したり、また劣等の地位に追いやられていく。それはかたい法による確立の後

も続く。たとえば枠組条約の特定の条項は、宣言や決議、政治合意を通じて、



論説（臼井）

96

一定の解釈を与えられることが多い。こうしていわゆるやわらかい法が、立法

計画を提示し、拘束力の強い規定の解釈を準備し、行為主体間コミュニケーシ

ョンの形式となってゆく２）。こうした事情から、たとえば国連総会の決議や、

気候変動枠組条約締約国会議の暫定合意、さらにはEUの欧州理事会議長総括

をはじめとする、広い意味でのやわらかい法は、構成主義の視座に立脚した言

説接近法にとって、格好の研究領野となる。

②　国際制度の存在態様

国際機構や地域統合組織は、言説相互作用の中で形成される共有規範を個別

の義務として実務上具体化し、その履行を確保するべく行動する主体でもある。

ただしこの点で、多国間レジームは国際機構や地域統合組織と様相を異にする。

国際主体性の有無がここで問題になる。国際制度の多様なあり方を考慮に入れ

ておく上で、それは重要である。また国際政治上の主体と国際法上の主体とで

は意味が異なることにも、注意が必要である（庄司2005：147-160）。国連総会の

決議により設立された国際法人格をもたない補助機関は、国際政治の主体とし

て、規範言説をめぐる政治の対抗関係に参入するのである。国際法人格をもた

ない組織であっても、他の国際法人格をもつ主体に何らかの政治的な影響力を

行使することは可能である。それに対して、単一争点領域に設立された締約国

会議（COP）の事務局が、政治効果を生み出す独立の言説政治主体になりうる

かどうかは、疑わしい。前述した法化の段階論では、国際制度の中心となる機

関が政治主体性を獲得する場合の質的飛躍を考慮に入れにくい。後述するよう

に、UNEPは市民社会団体や各国政府の専門家を動員しながら、国連システム

に緑の規範を織り込むため、やわらかい法の策定に尽力してきた。いわば、規

範言説の政治主体として、戦略性をもった行動を示しているのである。本稿で

は、UNEPの役割を追っていく上で、こうした理解を前提としておきたい。

このように国際制度は、規範の言説がつむがれ、また政治や科学の言説を交

２）一例としてSendenによるECを事例とした研究を参照（Senden 2004）。
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えて規範言説の対抗関係が展開する場である。そして同時に、とりわけ政治主

体性を獲得した国際機構や地域統合組織は、規範をめぐる言説政治の主体とし

て、そうした場に参入していく。UNEPやEUは、気候変動レジームという言

説政治の場で主体性を発揮する一方で、UNEPはEUにとって、またEUは

UNEPにとって、言説政治上の影響力を及ぼすために利用される場なのである。

国際共同行動の展開を跡づけようとする場合、こうした複合的な国際制度のあ

りようを考慮に入れておく必要があるだろう。

このような複合的な関係を考慮して、本稿では、次のような様相を想定して

みたい。レジームも国際機構も地域統合組織も、それぞれの制度構成に制約さ

れながら、言説相互作用の過程をそれぞれに生みだし、言説対抗関係に対して

三つの作用を及ぼしていく。ひとつは、正義の国際制度に対する利己的で不正

でさえある主権国家という図式の創出である。つぎに、個々の言説について、

正しい言説と間違った言説を確定する。言説政治への関心から換言すれば、正

邪の烙印による覇権言説と従属言説の認定である（cf. Keeley 1990）。そして、

このような言説対抗関係の整理を通じて、問題状況に関する意味構造を構成す

る。覇権従属関係を含意したこの意味構造は、言説政治主体の実際の行為にと

って、あらがいがたい制約となってゆく。国際制度は、こうした作用が生じる

言説政治の場となり、また中でも国際制度を母体に主体性を獲得した機関は、

それ自体戦略的な言説政治主体となり、主権国家の行動を制約し方向づけよう

とする。科学知と政策知というやわらかい力に依存する国際制度は、こうした

言説政治の場としての、またそこに参入する国際政治主体の母体としての、独

特の存在態様を示すのである。

Hajerの言説分析は、このような理論上の想定に、具体的なイメージを与え

てくれる（Hajer 1995）。とりわけ、物語（story-lines）と言説連合（discourse-

coalitions）の概念が有用である。物語とは、社会の現実や問題状況、そして解

決への道筋を理解するための、わかりやすく単純化されたプロットの展開であ

ると言い換えられよう。それは、科学研究や政策構想や日々のメディア、知識

人の論壇といった、さまざまな領域で打ち出される諸言説のうち、親和性のあ
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るものを一貫した形で結合した、より高次の言説である（Ibid., 62）。いったん

ある争点領域で物語が構築され、一般的になってゆくと、当の物語を象徴する

暗喩に触れただけで、高度な科学の知見や行政の専門性をもたずとも、問題の

争点状況とあるべき解決方向について、漠然とした共通理解を確認しあうこと

ができる。換言すれば、ある種のコミュニケーション・リンクが匿名の人々の

間に生じるのである。たとえば、酸性雨の問題について、また地球温暖化につ

いて、科学の知見から政策の実務まで、すべてにわたって十全な知をもつこと

は不可能であろう。しかし、それぞれの分野の言説が、問題状況と解決方法の

一貫した物語に結合されると、いくつかの象徴的な語に触れるだけで、当の問

題について、政治上の立場を表明するのに十分な理解を示すことができるだろ

う。Hajerは、さまざまな系統の言説により構築されるそうした物語を共有す

る言説連合が、それぞれの物語の妥当性をめぐって、政治的な対抗を繰り広げ

る状況を、酸性雨問題を事例に把握しようとした。この言説連合は、党派連合

や政策ブローカー連合（advocacy-coalitions）とは、区別されねばならない。と

いうのも、それらは基本的には行為主体中心の接近法であり、その場合の連合

は相互に顔の見える人間関係である。言説連合に着目する場合、物語の共有が、

連合形成の基盤として重視される。たとえば、自然科学上の訓練を受けていな

い政治家や官僚が、UNEPの実務者向け温暖化解説を契機に、一定の言説連合

に取り込まれるという事態が想定される。のちに触れるように、Dryzekはこ

うしたHajerの言説分析をさらに拡張し、環境保全の物語を収集・分類しなが

ら、それぞれの親和性と競合性を吟味していった（Dryzek 1997）。

一定の物語を共有する言説連合の形成にあたって、国際制度が場として果た

す役割は重要である。また、政治主体性を獲得した国際機構や地域統合組織は、

それぞれの制度構成に制約されながら、それ自体、特定の言説連合を形成して

ゆくだろう。本稿では、こうした言説に注目した研究方針により、気候変動問

題に対する国際共同行動の展開が、どのようなガバナンスの構築に帰結しよう

としているのか、またそのガバナンスにはいかなる形で、力の政治が織り込ま

れているのかを、検討していきたい。その立ち入った検討に先立って、気候変
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動問題の政治的な特質に触れておく必要がある。それを通じて、気候変動の科

学言説とそのありうる歪みを特定するのが、次章の課題である。

３．気候変動問題の特徴

盧 気候変動の言説

地球温暖化による気候の変動を、国際社会の喫緊かつ深刻な問題として構成

したのは、科学者集団の国際連携と国連システムによって紡がれてきた言説で

あった。この壮大な問題構成過程で、科学と政治の言説がつながれていったの

である。その中心的な役割を果たしたのは、UNEPと世界気象機関（WMO）

によって共同設立された気候変動政府間パネル（IPCC）であった。IPCCの報

告書は、気候変動問題の構成過程で、権威的な地位さえ獲得してきた。

IPCCによる気候変動の科学言説は、結論部分だけを取り出した総括報告書

（synthesis reports）や、政策実務者向けの要旨（いわゆるSPM：summaries for

policy-makers）を通じて、気候政策言説の核となる認識を培っていった。UNEP

は、そうしたIPCCの専門知が科学者や政策実務者を越えて、広く一般に浸透

するよう広報活動に力を入れてきた。いわば、環境意識を喚起するための情報

提供型政策である。しかし、総括報告書やSPMをへて、さらにUNEPの広報活

動へとつづく媒介過程では、ある種の誇張が生じやすい。専門家向けの研究に

見られる慎重な限定つき判断が、政策の重要性をわかりやすく一般に訴えるた

めの断定的判断に浸食され、かえって、気候変動の懐疑論者に力を与えてしま

っていることは否めない。そこで、気候変動問題の政治的特質を検討するに先

立って、まずは、気候変動言説の認知的な側面の基本を確認しておきたい。

20世紀中に、全球平均気温は0.6℃の上昇を記録した。これは、過去1000年

のいかなる世紀と比べても高い値であった。しかも90年代は、同じく過去1000

年で、最も高い平均気温を記録している（UNEP 2005d: 8）。もちろん、地球は

10万年ごとに温暖期と氷河期を繰り返してきたのであり、現在は１万5000年ほ

ど前からはじまった温暖期にある。また過去のどの間氷期でも、平均気温の上
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がり・下がりは激しかった。しかし今回の温暖化には、過去のいずれのものと

も異なる原因が多くの科学者たちによって想定されてきた。産業活動による

GHGsの大量排出である。

南極大陸東部の中央に、ヴォストーク湖と呼ばれる氷に覆われた湖がある。

長く大気から隔離されてきたため、そこには地球の自然史を調査するための格

好のデータが眠っている。この科学研究の宝庫に、ロシアが調査基地を構えて

いた。ロシアはフランスと連合調査団を組み、ボーリング調査を行った。

1000mを越す氷柱が取り出されたという（Weart 2004: Past Cycles）。この柱状

試料による氷床核の調査分析によって、ある重要な事実が発見された。大気中

のCO2濃度と全球平均気温の間に、強い相関関係が見られるのである（UNEP

2005d: 9）。しかも、40万年前からのトレンドを見るかぎり、CO2濃度が300ppm

を越えたことはなかった（Ibid., 9）。それが、現在では370ppmに及ぼうとして

いる。このCO2こそ、温室効果ガスの代表格である。

CO2の大量排出が現在の温暖化の原因だとする科学の仮説は、いまや科学の

言説と化して、覇権的な地位を確保している。IPCCの研究報告書を一般向け

に解説したUNEPの啓蒙パンフレットは、次のように敷衍する。

「過去50年間に観察された温暖化のほとんどが、人間活動に起因すると判断でき

るあらたな強い根拠が存在する。地球温暖化が完全に自然現象であると考えるこ

とは、もはや不可能だろう。……火山の噴火や太陽の放射照度は、20世紀前半に

観察された温暖化への影響はともかく、20世紀後半の地球温暖化を説明すること

はできない。」（Ibid., 8）

しかし、そうした言説の基礎となる科学知には、いまだ不確定な部分が多く

残る。UNEPの啓蒙パンフレットから、あえてこの不確定な部分を拾い出すこ

とも可能だ。人間の活動が大気中のCO2濃度を急速に増大させることによって、

地球環境に甚大な影響を与えることが理論的に想定可能だとしても、現段階で

は、化石燃料の燃焼によって排出される炭素を、すべて追跡できてはいないの

である。アメリカ航空宇宙局（NASA）によれば、毎年15-30%の炭素が追跡不
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可能だという（Ibid., 12）。炭素循環の把握に不確定な部分が多く残る以上、地

球温暖化による気候変動が人為起源のものだとする認識は、どこまでも推測の

域を出ないことになる。しかも、後に指摘するように、すでに第三次になる

2001年のIPCC評価報告書でも、いまだCO2以外のGHGsを考慮したシナリオが

検討されていない。推測される気候変動被害のすべてを化石燃料の大量消費に

帰責させる議論には、科学の純粋な批判精神からすると、埋めていかなければ

ならない間隙がまだまだ多く残されている。気候変動問題は、脆弱な科学知に

依存しているとさえいえる。

このように、地球温暖化による気候の変動とは、言説として構成された部分

を色濃く残した問題なのである。こうした脆弱な科学知による警告が、政策形

成に帰結するまでには、政治性を強く帯びた多様な言説の影響に曝されよう。

それにより、気候変動問題そのものが、何らかの政治性を帯びることになる。

気候変動の政策言説が、科学言説の中で構成された気候変動を政策課題として

再構成するまでには、どのような政治が介在するのだろうか。気候変動問題に

対する国際共同行動の編成を検討するにあたって、気候変動問題の帯びる政治

性は、避けては通れない検討課題である。その追求のためには、まずは、地球

環境問題そのものが本来的に帯びている政治性を明らかにしておく必要がある。

本稿では、不可視性、党派性、遍在性の三点を提示してみたい。気候変動は、

問題として構成される当初より、地球環境問題のひとつとして、こうした三つ

の政治性を帯びており、気候変動の政策言説をめぐる対抗関係も、この三つの

性質によって構造づけられているのである。以下、順に検討していこう。

蘯 地球環境問題の政治性

①　不可視性

まずひとつは問題状況の不可視性である。地球環境問題は時間的には超長期

にわたり、空間的には地球規模に広がる。ある種の公害問題のように、比較的

短期的で局所的な問題とは、その構造を異にする（植田1996: 3-7）。地球環境問

題は、科学の認識の中に存在するのであり、生活実感としてはその存在を感知
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しにくい。したがって、責任意識の希薄化が蔓延する。日々の生活では当たり

前のようにさまざまなGHGs排出装置が利用されるが、その中でどれほど温暖

化を押し進めてしまっているか、実感するのは至難であろう。義務履行確保の

確認はコストのかかる困難なものとなる。国際制度を母体とする諸機関がどれ

ほど強い査察権限を与えられようが、地球規模に広がる状況を十全にモニタリ

ングするのは、ほぼ不可能である。

ここから、一方で、広範囲・多次元にわたる参加体制が、また他方で、選別

的な義務割当の仕組みが要請されてくる。地球環境問題で少なくとも理念的に

は確立されたかに見える原則、共通のしかし差異ある責任の考え方は、先進国

の途上国に対する償いという意味のほかに、問題の構造それ自体が必要とする

原則なのである。さらに、問題が超長期に顕在化してくるという点で、後段に

検討する持続可能な発展の物語が言説政治上の力を帯びてくるという側面にも、

注意していきたい。

②　党派性

二つ目は党派性である。これは、地球環境問題特有のというよりも、環境問

題一般にも当てはまる特徴であろう。環境問題は、一見するとイデオロギーや

体制に中立的であるように見える。右派・左派、資本主義・社会主義、独裁体

制・民主制といった分断を越えて、共通の問題認識もしくは危機意識が醸成さ

れやすいかのようである。しかし、環境規範の言説は、決して単一ではない。

異なった世界観を含意するさまざまな環境言説間の対抗関係が生じている。政

治体制のあり方や、中央・周辺関係、もしくは支配被支配関係のラディカルな

変革すら含意する環境規範言説も、現実に存在する。

そうしたさまざまな環境規範言説をそれぞれ一つの物語として整合的に構築

し直し、相互の対抗関係・親和関係を分析したのが、Dryzekによる環境言説

の政治研究である（Dryzek 1997）。Dryzekは、修正主義的（refomist）か急進

主義的（radical）か、現状重視的（prosaic）か想像発展的（imaginative）かと

いう二つの軸を措定し、環境問題への対応に関する９つの物語を提示している

（表１）。Dryzekは、こうした９つの物語を、存在論上想定される存在者、人
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間自然関係、問題解決主体、使用される暗喩という４つの指標から解析し、相

互の親和性・対抗性を検討していったのである。

９つの物語のうち、現在もっとも支配的な地位を獲得しているのが、持続可

能な発展である。Dryzekの整理によると、それは環境保全と経済発展の両立

という公共善に動機づけられた多様な主体が、国家の次元よりもむしろ国境を

またぐ形で、また同時に地方の現場でアクティブに行動し、将来世代と現世代

の世代を超えた公平を確保することができる、という物語である。Dryzekは

こうした持続可能発展戦略の物語を、次のように論断する。

「持続可能な発展とは、まさにその名称からして、進歩の概念と結びついている。

……持続可能な発展はまた、経済成長、環境保護、社会正義のすべてをわれわれ

は手に入れることができるという、安心保証のレトリックでもある。しかも、今

現在だけでなく、永遠に。」（Dryzek 1997: 132）

こうした持続可能な発展の物語は、ラディカルな宇宙船地球号の悲観論や、

プロメテウス的な問題克服の楽観論といった物語を、劣等の地位に追いやって

いった。また先進国内では、生態系に配慮した近代化に修正されていく場合も

あれば、緑の合理主義の物語の中で再解釈され、経済を環境保全に従属させる

形で純化されゆく場合もある。さらに市民参加を重視する民主主義のプラグマ

ティズムや、市場志向の経済合理主義と結びつき、トップ・ダウンのコマン

ド／コントロールに親和性のある行政合理主義の問題解決シナリオを劣位に引

現状重視的
（prosaic）

想像発展的
（imaginative）

行政合理主義
民主主義のプラグマティズム
市場志向の経済合理主義

持続可能な発展
生態系に配慮した近代化

宇宙船地球号の悲観論
プロメテウス的楽観論

緑のロマン主義
緑の合理主義

表１　Dryzekによる環境言説分類

急進主義（reformist）修正主義（reformist）

出所：Dryzek（1997）



論説（臼井）

104

きずり落とす、といった展開もある。たとえばEUの環境ガバナンスにその例

を見出せる（Usui 2005a）。

より注意すべきは、持続可能な発展が、支配体制の政治言説に妥協するレト

リックに堕してしまう可能性である。前述のDryzekによる分析のとおり、持

続可能な発展の物語は、党派的分断を越え、すべてをつなごうとする。まさに

それゆえの曖昧さが、このシナリオを、都合よく利用される政治レトリックに

してしまいかねないのである。この物語を掲げていくかぎり、経済成長を持続

させるかぎりでの環境保護を主張する陣営と、環境に負荷をかけない程度でゆ

るされる経済成長を目指す陣営の双方に、いわば甘い約束を与えることができ

るわけである。しかも、社会正義を重視する運動と、市場自由主義を推し進め

る勢力すら、政治のプロパガンダの中で、同一の言説連合に包摂されることも

あろう。緑のロマン主義は、まさにラディカルにこうした政治的道具性を批判

していく。

こうした様相は、地球環境問題の場合、とりわけ顕著となる。将来世代と現

世代の公平を実現する経済と環境の両立という目標が、国境を越えた多様な行

為主体によるローカルをつなぐ連携の中で達成可能であるとする物語は、国際

制度を母体とする機関にとって、言説政治の格好の用具となる。この物語は、

地球環境問題への対し方をめぐる党派的分断をとりつくろい、ほぼすべての陣

営から支持を取り付けるのに、便利なレトリックなのである。そして、この包

括性ゆえの曖昧さこそ、環境規範が、規範の言説政治の中で、他の政策分野の

規範に対してその地位を改善することができた理由のひとつであり、環境問題

の遍在性が、その前提にある。地球環境問題の政治性として、最後にこの遍在

性について検討しておきたい。

③　偏在性

前述のように、地球環境問題は、時間的に超長期で空間的には地球規模に広

がる。そのため、きわめて多くの争点領域に何らかの形で関係してくる。地球

環境問題の存在は、まさに偏在的なのである。したがって、環境規範の言説と

しての強さが増していけばいくほど、他の分野の規範言説と衝突していく可能
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性が高まる。

環境保全が、国際社会で展開する規範言説群の中で一定の地位を確保してき

たのは、ここ30年ほどのことである。国連システムの生み出す決議、宣言、条

約などが、その地位向上を確実なものにしてきた。ただし、規範としての強さ

には限界もある。環境破壊はジェノサイドと同様の表面的なたしからしさで、

軍事介入を正当化する政治レトリックにはなりえない（Eckersley 2004: 226-7）。

人道的介入に比した環境保全のための介入など、とうてい想定できまい。こう

した政治レトリックの強さという点で、環境は人道におよびえない。

しかしそれでも、環境規範が弱い言説の地位を克服してきたことは、たしか

であろう。国際環境協定の量的増大や各国内の環境法・政策の拡充は、30年前

とは比べものにならない勢いで進んできた。上述のように、そうした環境保全

の規範言説を強化するのに力を発揮したのが、持続可能な発展の物語であった。

そのあいまいさゆえの包括性こそ、次のようなさまざまな多分野・多次元の規

範との衝突の中で、環境規範言説の流通力を高めていったのである。

環境問題の偏在性がもたらす衝突の対象として、まず旧植民地の途上国がも

つべき天然資源上の主権や開発の権利をあげられる（Ibid., 221-224）。これは、

脱植民地化と貧困からの脱出を目指す過程で、南の諸国が国際規範の定立をめ

ぐる政治の中で掲げてきた、主権の言説との衝突である。第一回地球環境サミ

ットとも呼ばれるようになった72年の国連ストックホルム会議では、第21原則

で次のようにうたっている。

「諸国は、国際連合憲章及び国際法の諸原則に基づき、その資源を自国の環境政

策にしたがって開発する主権的権利を有すること、並びに自国の管轄又は管理の

下における活動が他国の環境またいずれの国の管轄にも属さない区域の環境を害

さないことを確保する責任を有する」

ここに、環境規範の言説と南北問題の言説の交差を見出せる。植民地支配体

制の血の歴史が、こうした言説リンケージの背景となる。国際環境規範の発展

において、共通のしかし差異ある責任の原則が公式に定立されてきたのは、こ
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の言説リンケージが生み出した成果である。持続可能な発展の物語の中の、公

平と発展の部分を強調することが、この成果に寄与してきたといえるだろう。

次に、市場経済体制と環境規範の衝突をあげられる。具体的には、共通のし

かし差異ある責任の原則と、WTOにうたわれる無差別最恵国原則との対抗関

係である（村瀬2002：363）。途上国には甘い特別猶予を許し、先進国には環境

保全義務の不履行や多国間環境協定（MEA）への不参加によるフリー・ライ

ダー化に対して、厳しい貿易制限措置をとるといったことが、規範の整合性上、

正当化されるかという問題である。またより一般的に、環境保全と自由貿易と

は、実務上多くの矛盾を引き起こす。たとえば、環境破壊的な生産工程や生産

方法のあり方を事由として、貿易制限措置をとれるかという論点もあろう（前

掲書：635）。

こうした市場経済体制との衝突という側面でも、持続可能な発展の物語は、

言説政治上、一定の役割を果たしてきた。少なくとも環境規範が自由市場経済

の理念に全面的に従属させられること、これは防いでいる。ただし、それは言

説政治上の解釈による部分が大きく、実務上、持続可能な発展の物語から自由

市場経済を修正する何らかの具体的な処方箋が引き出されているわけではない。

むしろ、市場志向の経済合理主義という問題解決シナリオと結びつくことで、

いわゆる市場活用環境政策手段を、理念上も戦略上も正当化してきたという点

に、持続可能な発展の物語の便宜的利用事例を見いだせる。京都議定書のいわ

ゆる京都メカニズムが具体化される中で発展してきた炭素ビジネスは、持続可

能な発展の物語によって、温暖化対策の主要施策として位置づけられるのであ

る。

最後に、環境規範と自由民主主義体制との衝突をあげておきたい

（Eckersley 2004: 85-110; Dryzek 2000: 140-161）。憲法上定立された市民の民主的

自己決定の構図が、全体としては経済成長のあくなき追求に帰結してきたこと

は、20世紀の歴史が示すところである。自由主義的で民主主義的な国家、換言

すれば、少なくとも国連人権規約に規定される原則や理念が直感的には実現さ

れているように見える国家、そうした現代国際社会で文明的とされる国家群こ
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そが、発展途上で野蛮で失敗した（と、しばしばそれらの国々に形容される）国

家よりも、はるかに甚大に環境を破壊してきたこと、これは紛れもない事実で

ある。GHGs（温室効果ガス）の排出量は、まさに文明国家による地球環境破壊

を象徴する数値である。環境規範は、そうした国々の自由と民主主義を制限す

る正当な事由になりえるだろうか。環境規範の言説が力をつけ、自由民主主義

政治体制に不整脈をもたらす可能性は、民主主義理論の上でも、看過してはな

らない論点であろう（Dryzek 2000）。こうした文脈で、持続可能な発展の物語

が一定の役割を果たす。それは民主主義のプラグマティズムや生態系に配慮し

た近代化のシナリオと結びつくことで、この衝突を環境民主主義のチャンスに

転換することを可能にする。参加と討論を指向する市民社会団体（CSOS）の、

国境を越えたボトム・アップのプロアクティブな活動は、持続可能な発展の物

語の主要な要素とされるのである。

以上、地球環境問題（さらには環境問題一般）がはらむ政治的特質として、

不可視性、党派性、そして偏在性の３点を検討してきた。持続可能な発展の物

語は、地球環境問題を将来世代への配慮という形で倫理上可視化し、党派性を

パートナーシップの可能性に転換し、偏在性ゆえの規範対抗関係を環境配慮浸

透の契機として活かしていくという、言説政治上の戦略を可能にする。環境規

範が言説政治上の地位を向上させていった過程の一側面として、持続可能な発

展の物語を検討しておくことは、この物語を編み出し、積極的に広めていった

国際機構のやわらかい力のあり方を見定めていく上で、基礎的な作業である。

蘯 気候変動問題における政治的選択

地球温暖化による気候変動の問題は、以上のような政治性をはらむ地球環境

問題の、最たる事例である。そこで繰り広げられる言説政治の様相をさらに立

ち入って突き詰めていくために、気候変動問題をめぐる政治的選択について検

討しておきたい。本稿では、GHGs排出規制の政治的含意、原子力政策との関

連、そして気候変動科学知の脆弱性という三点を取り上げる。

①　GHGs排出規制の政治的含意
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国際政治の争点は、政治上重大な問題と大きな政治争点にならない問題とに

分けられる。いわゆるハイ・ポリティクスとロー・ポリティクスである。気候

変動問題は、この区別を曖昧にする。気候変動の問題では、直接的には、

GHGsの排出規制が対策の中心になる。二酸化炭素（CO2）をはじめ、フロン、

オゾン、メタン、窒素酸化物など、GHGsの排出規制をめぐる国際交渉は、軍

備管理や領土画定などに比べた場合、政治的な重要性が高いようには見えない。

つまり、ロー・ポリティクスの争点であるかのようである。

しかし、CO2の排出の大幅な削減は、一国の経済水準に大きく影響する。産

業部門では産出量に、民生部門では生活水準に縮小を迫ることになるという意

味で、本質的には規制政策というより分配政策ですらある。しかもそれが、一

国内の産業・企業間のみならず、国際的に展開される。気候変動枠組条約のも

とで合意された対途上国支援や、京都メカニズムのひとつであるグリーン開発

メカニズム（CDM）には、南北格差是正のための所得分配政策の性格すら見

られる。政府開発援助（ODA）が徐々にCDMを目的とするよう修正されてゆ

くことも期待できよう。後にふれるように、京都議定書はCO2を代表とする

GHGsの排出削減数値義務を、38の先進国に限定した。これは、世界的な分配

政策すら含意しているのである。気候変動レジーム形成の意義がここにある。

②　原子力政策との関連

さらに、温暖化対策はエネルギー政策の根本的な見直しにもつながる。ただし

これは、強いては、原子力政策の推進に正当な理由を与えることにもなる。た

とえば98年の第四回気候変動枠組条約締約国会議（ブエノスアイレスCOP4）で

は、日欧米の電気事業者がサイド・イベントを展開し、共同で原子力発電の売

り込みを行っていた（電気事業連合会1998）。日本の電気事業連合会、欧州の国

際発送配電事業者連盟３）、アメリカのエジソン電気協会４）などの業界団体で、

そこに国際エネルギー機関（IEA）も参入していった。こうした団体が、原子

３）UNIPEDE：欧州の電気事業者の連盟で、本部はパリ。

４）EEI：私営電気事業者の集まりで、本部はワシントン。
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力の推進や電力技術の有効性を主張していったのである。

また日本と英国さらにアメリカなどには、フランスに続いて、原子力発電を

温暖化対策の一環として位置づけ、今まで以上に積極的な原子力政策を推進し

ていこうとする動きが見られる。フランスの原子力発電シェアは70％を越えて

おり、CO2排出量も英国の634.8Mtに対して553.9Mtと、経済規模に比して少な

いのである（数値はEEA Technical Report No.2 2004: 11）。日本の京都議定書達

成計画には、天然ガスと原子力発電に頼ろうとする部分がみられる（『京都議

定書目標達成計画』平成17年４月28日）。英国では、05年５月の総選挙から一週

間後、BBCの著名なニュース番組News Nightsで、政府専門家やNGO、産業

団体関係者が温暖化対策と原発をめぐり、激しい議論を戦わせていた。総選挙

で争点からはずされていたにもかかわらず、選挙後、寿命を迎えようとする原

子炉の処理と温暖化対策のための原子力発電という論点が政府関係者の談話の

中で浮上し、議論が巻き起こっていったのである。2005年９月の労働党大会で

党首ブレアが温暖化対策として原発の利用を示唆したことで、議論はさらに続

きそうである（Friends of the Earth 2005）。

2005年７月には、アメリカ、日本、オーストラリア、中国、インド、韓国の

間で「クリーンな開発と気候変動対策のためのアジア太平洋パートナーシップ」

が、まさに突如発表された。そこには、原子力発電が温暖化対策の柱の一つに

据えられている５）。京都議定書の署名を拒否しているアメリカとオーストラ

リアが、京都議定書でGHGs排出削減義務を免除されている大量排出国中国と

インドとともに、日本と韓国を交え、京都議定書に対抗するかのような政治協

定を発表したのである。そのような協定の中で、原子力発電が気候変動対策の

有効策の一つとして提示されていることの意味は大きい。京都メカニズムの一

５）White House Fact Sheet: President Bush and the Asia-Pacific Partnership on Clean

Development, 5th July 2005; US Department of State, Vision Statement of Australia,

China, India, Japan, the Republic of Korea, and the US for a New Asia-Pacific

Partnership on Clean Development and Climate, 28th July 2005; EurActiv.com, 29 July

2005, Surprise US-China climate pact meets with scepticism.
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つ、CDM（クリーン開発メカニズム）では、排出削減を義務づけられた附属書

Ⅰ国が、それ以外の国々に原子力発電所を建設してその国々のGHGs排出削減

に貢献しても、その分を自国の排出量から差し引けるクレジットを獲得できな

いと規定されているが、これは附属書Ⅰ国間のプロジェクトを想定している共

同実施（JI）でも同様である６）。アジア太平洋パートナーシップは、こうした

京都議定書の原子力発電に対するメッセージに対抗しているかのようである。

ただし、原子力発電がどれほどCO2の削減につながるのか、専門家の間でも

意見が分かれる。日本では、電力中央研究所がひとつの試算を出している７）。

それによると、原子力発電のライフサイクルCO2排出量は、太陽光や風力と比

べても十分に低い。原子力発電の場合、22gCO2/kwh（送電端）なのに対して、

太陽光は53gCO2/kwh、風力が29gCO2/kwhだという。ただしこれには仮定が

ある。ウラン濃縮を火力発電の割合が高いアメリカでなく、原子力発電の割合

が高いフランスおよび遠心分離法を利用している日本で実施することで、濃縮

時のCO2排出量を減少させようという計画である。また、使用済燃料を再処理

して再び発電に利用すると、その分の濃縮が不要になるため、さらにCO2排出

量は減少するという。こうした原子力発電推進議論に対して、たとえば

Friends of the Earthなどの環境NGOは、潜在的に計りしれないリスクを前提

とした原子力発電は温暖化の根本的な対策にはならないと強く批判し、原発な

き気候変動政策を推奨している（たとえばFriends of the Earth 2002を参照）。

EUもそれ自体の気候変動戦略からは、原子力政策を排除している。しかし、

加盟国自身の対策から原子力発電を除外するよう強制することはできない。

６）Decision 16/CP.7 Guidelines for the Implementation of Article 6 of the Kyoto Protocol

and Decision 17/CP.7 Modalities and Procedures for a Clean Development Mechanism

as defined in Article 12 of the Kyoto Protocol, FCCC/CP/2001/13/Add.2.双方の決定の前

文を参照。なお、京都議定書本文では附属書Ｂ国となるが、一般にはUNFCCC（気候変

動枠組条約）の記述にしたがって附属書Ⅰ国と呼ばれることが多い。ただし、UNFCCC

の附属書Ⅰ国ではないが、京都議定書の附属書B国に指定された国もある（クロアチア、

スロベニア、リヒテンシュタイン、モナコ）。

７）次のウェブサイトを参照。<http://www.fepc.or.jp/shikihou/shikihou17.p11.html>
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EUの欧州委員会環境担当委員は、ポスト2012京都ターゲットの計画策定を発

表した際に、原子力に反対する見解の広まりや核廃棄物処理のコストに注意を

引きながらも、気候変動政策として将来原子力が果たす役割、とりわけ原子力

発電所の新規建設が、加盟国自身の決定にゆだねられていることを強調してい

た（EurActive.com, 1 June 2005）。

このように、気候変動をやわらげ防ぐための地球温暖化対策は、一方では分

配政策に、他方では原子力政策に関わる政治的選択に帰結する。このような政

治的重要性の高い、つまりハイ・ポリティクスの争点が、次にふれるように、

脆弱な科学知を土台として、国際交渉の場に持ち込まれたのである。

③　科学知の脆弱性

すでにふれたように、地球温暖化の現実を把握するには、壮大な国際共同科

学研究が必要であった。科学を温暖化研究に方向づけ、国際社会の政治アジェ

ンダをあらたに打ち立てていくにあたって、UNEPは一定の役割を果たしてきた。

気候変動政府間パネル（IPCC）を世界気象機関（WMO）と共同で設立し、温暖

化研究と気候変動対策へ向けて、国際共同科学研究を組織化し、またその前後

に国連総会を利用して、地球温暖化の現実を国際世論に突きつけていったので

ある。以来、IPCCの報告書は、地球温暖化による気候変動という現実を把握

するための、まさに覇権的な科学言説となっていった。気候変動レジームの中

でIPCCがどのような位置づけを与えられているかは後に検討することにして、

ここでは、IPCCの気候言説そのものに見られる慎重な態度と、IPCCの覇権的

言説に対抗する懐疑的な立場の存在に注意を引いておく。それによって、気候

変動問題は科学の言説と政治の言説が交差する中で構築されてきたこと、それ

ゆえ気候変動をめぐる環境規範言説の背景には、特定の言説が覇権的な地位を

獲得するのに成功した言説政治が存在すること、このふたつを示唆しておきたい。

88年の設立以来、IPCCはこれまで三次にわたって報告書を提出してきた。

第一次が90年、第二次が95年、第三次が2001年である。現在第四次が策定中で

あるが、現段階で世界各国が地球温暖化と気候変動の認識根拠としているのは、

第三次報告書の数値である。しかし、過去三回の報告書で、基本となる数値に
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は大きなズレが見られる。精緻さが増してきた面もあれば、想定範囲がむしろ

拡大した面もある。少なくとも、科学研究の進展に要求される慎重な態度と、

政策上の早急な要求との確執は、いぜんとして続いているといえよう。2100年

までの想定として、まず全球平均気温については、第一次報告書が約3℃上昇、

第二次が1.0～3.5℃上昇、第三次が1.4～5.8℃上昇と予測している。また海面上

昇については、第一次が65cm、第二次が13～94cm、第三次が9～88cmである。

大気中のCO2濃度では、第一次が約800ppm、第二次が750～1000ppm、第三次

が540～970ppmと想定されている（産業構造審議会2003：6）。京都議定書は、

時系列的には95年の第二次報告書を土台とした認識に基礎づけられているが、

ターゲットとして設定された大気中CO2濃度は、550ppmであった。

こうしたズレは、後にふれるように、IPCCの研究がシナリオ分析を基本に

すえねばならない事情による。前提となるモデルや測定値に進展があれば、当

然予測数値も異なってくる。しかし、決定的に重要なのは、地球温暖化や気候

変動の仕組みを理解し、経済や産業や社会のあり方とその地球全体への影響を

予測するに際して前提しなければならない絶望的な複雑性である。気候変動問

題の構築は、科学の知が国際政治に影響を与えた貴重な事例であるとともに、

人間の能力を超えるような問いに対する科学研究を支援する、政治の側の好意

的な態度を必要とするのである。

すでにふれたように、IPCCの第三次報告書が打ち出した数値予測は、現在国

際社会が到達した最善の科学認識として、いたるところで、あたかもすでに現

実であるかのように喧伝されている。しかし、そのIPCCの報告書自体は、確

固とした発見（Robust Findings）と不確実な知見とを慎重に区別している（表２）。

確実な知見の項目からすると、地球温暖化による気候変動はもはや不可避で

あるように見える。しかし、知見の確度を区別するこうした態度では、当然、

国際政治のアジェンダ設定をめぐる対抗関係の中で勝ち残ることはできない。

政治の選択が必要なのである。

しかも、不確実な知見のリストには、温暖化を人為起源と断定することに懐

疑的にならざるをえない項目も存在する。国際共同行動の形成という段階にな
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ると、起こりうる気候変動の影響だけでなく、気候変動を引き起こす温暖化の

原因が問題になる。それが人為によるものか、それも化石燃料の燃焼によるも

のなのかは、共同行動の内実を決定していく上で、絶対に必要な情報である。

しかし、表２にあるように、気候システム全体のフィードバック機構における

エアロゾールの影響が特定できない以上、化石燃料の燃焼によるCO2の排出だ

けで、温暖化を人為によるものと断じることができるのだろうか。このエアロ

確固とした発見

表２　IPCCの地球史的研究と将来予測シナリオ

蘆地球の気温上昇・90年代は記録上もっ
とも気温が高い。

蘆人為起源のGHGsの大気中濃度が1750
年以来増大。

蘆21世紀の全球平均気温は過去一万年間
に前例のない率で上昇する。

蘆ほとんどすべての陸地で全球平均気温
を上回る夏日や熱波が到来。

蘆21世紀中に海面は上昇を続ける。
蘆地球平均降雨量が増大し激しい降雨が

各地で見られるようになる。
蘆中緯度大陸の内陸部で激しい乾燥が生

じ干魃のリスクが増大する。
蘆CO2・NO2・PFCsの残存期間は長期。
蘆21世紀を通じたCO2大気中濃度の増大

は化石燃料からのCO2排出による。
蘆過去50年の気温上昇はおそらく（like-

ly）人為起源のGHGsの大気中濃度増
大による。

蘆CO2濃度は今後10～20年で450ppmに
達し、今世紀末までには1000ppmに及
ぶ可能性もある。

蘆CO2濃度を450ppmに抑えるには、
CO2排出量を90年レベル以下におさえ
る措置を20～30年以内にとる必要があ
る。650ppmの場合は１世紀中、1000
ppmの場合は２世紀中という時間的猶
予が出てくる。

蘆突発的で非線形的な変化メカニズムの
数量的把握（熱塩海流：ocean ther-
mohaline circulationはその典型例）。

蘆モデル形成における要素特定（気候の
変化感度、気候システム全体のフィー
ドバック・システムをどう構成する
か、水蒸気や雲、エアロゾールの影響
をいかにモデルに組み込むか）。

蘆自然による気候変動の規模や性質、気
温と海面温度の予測における確率分布
の理解。

蘆自然要因と人為起源のエアロゾールに
よる気候変化、とくにその間接的な効
果。

蘆SRESシナリオの仮定（経済成長・技
術進歩・人口成長率・ガバナンス構
造）。

蘆以前排出されていたオゾンやエアロゾ
ールの影響。

蘆降雨に関する地域限定モデルの予測精
度。

不確実な知見

資料：IPCC（2001d: 31）
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ゾールの影響に関連して、水蒸気のフィードバック機構も問題になる。たとえ

ばRechard Lindzenは、水蒸気のフィードバックに関するIPCCの基本仮説に

異議を唱え、IPCCの温室効果理論に科学者の支持はないと、IPCCの成果を批

判していった。IPCCの第一作業部会はLindzenを参加させようと説得に努めた

が、失敗に終わったという（Skodvin 2000: 164-5）。またFred Singerは、IPCC

の評価報告書出版にあわせて、報告書作成にたずさわった研究者も動員しなが

ら、懐疑派の研究をまとめていった（Ibid.）。アメリカのエネルギー産業界の

ためにロビー活動を展開しているGlobal Climate Coalitionは、IPCCにも接近

していったが、化石燃料の利用を目の敵にするIPCCに対して、反IPCCの研究

を許さない科学批判者浄化（scientific cleansing）を行っていると強く抗議して

いった（Ibid., 159）。もちろん、こうした批判にもかかわらず、懐疑派が科学

者集団の中で多数派を形成することはなかった（Ibid., 165）。

しかし他方で、炭素循環の特定という大きな課題もあろう。地球全体の炭素

循環に対する人為的な炭素排出の影響が、過大評価されている可能性はないだ

ろうか。海洋中には、大気中の何十倍もの炭素が溶解している。海水温の上昇

に伴って、海水中から大気中に炭素が移動する事態も想定されよう。しかし、

海洋・大気間の炭素交換過程は、数量的把握が可能な形で、完全に解明されて

いるのだろうか。大気中のCO2濃度上昇が、人為的な化石燃料の燃焼によって

大気に付加されたCO2によるものかどうか、現段階で絶対の確実性をもつ知見

が存在しているのだろうか。もちろん、大気中のCO2濃度が増大してきたこと

は、たしかである。1800年に280ppmであったものが、1999年には367ppmに達

しているのである（IPCC 2001a: 187）。

問題は、炭素循環測定の精密性をどこまで向上させられるかであろう。実測

値でなく、モデル計測値による推測に依存しなければならないという制約がど

こまでも残るとしても、その精度を高める努力は続けられていくだろう。

IPCCの報告書では、数ある炭素循環モデルのうち、ベルン炭素循環モデル

（the Bern Carbon Cycle Model）が採用されたが、いまだ決定版は存在しないよ

うである（IPCC 2001d: 12）。フローで見ると、大気中の炭素滞留量は7500億ト
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ン、化石燃料の使用による排出量が55億トンであるという（UNEP 2005d: 12）。

つまり、人為による炭素放出は、大気中炭素滞留量の0.73%である。これが測

定上の誤差でないと言い切れる根拠は何であろうか。しかも、化石燃料の燃焼

によるCO2排出量の15-30%は追跡できていないのである（Ibid.）。さらに加えて、

海洋や大気、陸上の各種生態系ごとに異なる炭素吸収量は、温暖化対策として

行われる吸収源改善などの人間活動によって、相互に影響を与えあう。ある生

態系へ向けた温暖化緩和策（Mitigation）は、他の生態系の炭素貯蔵に正負双

方の効果を及ぼす（IPCC 2001d: 307）。炭素循環測定は、きわめて困難な作業

なのである。IPCCの報告書では、人為起源のCO2増大分を海洋がすべて吸収

するとは考えられないとし、人為起源のCO2増大が気候システム全体に与える

摂動を重要視している（IPCC 2001a 51）。しかし、そうした推測の前提となる

炭素循環の把握は、まだまだ多くの改善を必要としている。

もちろん、先に見た不確実な知見のリストもこのような炭素循環測定の難点

も、IPCCが現段階で達成した科学認識をすべて否定しさるものではない。

IPCCの認識の基礎には、カオス理論にいう高度な複雑性への慎重な態度があ

る。気候は広大な範囲で影響を受ける複雑なシステムである。地球の軌道の微

妙な変化でも、まったく異なった気候を生み出す可能性がある。当然、炭素循

環のわずかな歪みも、その帰結は甚大でありうる。炭素の貯蔵庫である大気・

海洋・陸上生物圏の間を、炭素は循環してゆくが、それが人間の影響により、

たとえ「地球大の巨大な循環にわずかずつであっても重大な摂動」（a small

but significant perturbation of a huge global cycle）（IPCC 2001a: 187）が生じた場

合、気候システムに与える影響は、計り知れないものになりうる。繊細で精密

なバランスの上に成り立つ気候システムにとって、わずかな摂動が巨大な変化

に帰結する可能性、これがIPCCの科学認識の基礎にある（Weart 2005:

Introduction）。人間の影響がどれほど自然全体の中では微々たるものであって

も、気候という高度に複雑なシステムにふれることは、莫大な変化を地球にも

たらしかねないのである。

このように、気候変動問題に向けた国際共同行動は、脆弱な科学知に支えら
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れている。すべてを無視できずしかしすべてを明らかにしてはくれない科学知

から、国際共同行動の前提となる規範を構築するには、政治の決断がどうして

も要請されるのである。そして、それは慎重でなければならない。IPCCは、

大気中のGHGs濃度を一定に保つための、一歩一歩確実な施策を強調する。不

十分な行動と過度な行動の双方を注意深く避け、「次の100年で最善の行動」で

はなく、「予測される長期の気候変動とたえずともなう不確実性を前提とした

短期の最善行動」を推奨するのである（IPCC 2001c: Section 10.4.3）。しかし、

そうした不確実な情報の中で短期の行動戦略を立てていくために必要な国益の

調整は、上述したような分配政策的な性格と原子力政策との関連を考えると、

きわめて困難なものになろう。気候変動に対する国際共同行動の難しさが、こ

こにある。

（2005年12月脱稿）
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